
事 務 連 絡

平成24年９月21日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後 期 高 齢 者 医 療 主 管 課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

平成24年度診療報酬改定関連通知の一部訂正について

下記の通知について、別添のとおり訂正をするので、その取扱いに遺漏のな

いよう、周知徹底を図られたい。

・基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日保医発0305第２号 （別添））



別 添 

 

 

基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 
（平成 24 年３月５日保医発 0305 第２号） 

 
別添２  

入院基本料等の施設基準等 
 

第３ 診療所の入院基本料等に関する施設基準 
１～12 略 

13 医療区分２に定める「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、入院又

は転院時既に発生していた褥瘡に限り、治癒又は軽快後も 30 日間に限り、引き続き

医療区分２として取り扱うことができる。ただし、当該取り扱いを行う場合において

は、入院している患者に係る褥瘡の発生割合について、患者又は家族の求めに応じて

説明を行うこと。なお、褥瘡の発生割合とは、有床診療所療養病床入院基本料を算定

する全入院患者数に占める褥瘡患者数（入院又は転院時既に発生していた褥瘡患者を

除く。）の割合である。 

1413 有床診療所療養病床入院基本料の注４に規定する褥瘡評価実施加算の施設基準 

別添２の第２の８と同様に取り扱うものであること。 

1514 救急・在宅等支援療養病床初期加算の施設基準 

在宅療養支援診療所であって、過去１年間に訪問診療を実施した実績があること。 

1615 「基本診療料の施設基準等」の第六の三の(２)のイの③に規定する褥瘡の発生

割合等の継続的な測定及び評価当該施設（療養病床に限る。）に入院する個々の

患者について、褥瘡又は尿路感染症の発生状況や身体抑制の実施状況を継続的に

把握していること。なお、その結果を「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実

施上の留意事項について」（平成24年３月日保医発第号）の別添１の２の別紙様

式２の「医療区分・ＡＤＬ区分に係る評価票」の所定の欄に記載することが望ま

しい。 

1716 「基本診療料の施設基準等」の第十一の六の規定は、別添２の第２の 10 から 1

2までと同様に取り扱うものであること。この場合において、「介護保険移行準備

病棟」とあるのは「介護保険移行準備病床」と、「当該病棟」とあるのは「当該

病床」と、「各病棟」とあるのは「各病床」と、「病棟」とあるのは「病床」と

読み替えるものとする。 
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